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滋賀県の概況と県内市町の姿 

 ○ 人口約142万人（H26.1.1住基人口）、面積4,017㎢ 
   

  ・ 平成27 年前後をピークに減少に転じる見込み（社人研） 
    平成26 年10 月人口推計値は前年比較で48 年ぶりの減少。 
   → 本県でも人口減少局面に入ったと推測。 
  ・ 地域別には、大津地域、南部地域はそれぞれは平成32年、  
   47年頃まで増加。一方、東近江、湖東、湖北、甲賀、高島の 
   各地域では、既に人口減少。 
  ・ 15 歳未満の若年人口割合は全国第２位、 
   人口10 万人当たり大学生の数は全国第３位、 
   合計特殊出生率 は、近年若干回復傾向で、1.53（全国1.43） 
 
 ○ 近畿圏北陸圏中部圏の結節点、交通の要衝 
  

  ・ 内陸工業県として産業集積。 
    1事業所当たりの製造品付加価値額は全国第2位。 
  ・ 景気や輸出動向の影響を受けやすい産業構造。 
 
 ○ 平成の大合併により、市町村数は50市町村 
  （7市42町1村）から19市町（13市6町）へ 
  

  ・ 県全体として大きく進展。 
   （市町村数△62％、全国第10位、近畿地方第1位） 
  ・ 地域別には、北部において大規模合併が進展。 
  ・ 平均人口 26,327人→72,977人、 
   人口規模5万人未満 43団体→8団体、 
   （うち人口規模1万人未満 19団体→3団体） 
  ・ 平均面積 80 ㎢→ 211 ㎢ 
  ・ 財政力指数平均 （H11）0.676 →（H22）0.694 →（H25）0.736 
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平成25年度市町決算概要 

（普通会計） 
 

 ○ 歳入総額574,972百万円、歳出総額556,732百万円で、いずれも過去最大規模 
 ○ 実質収支は全団体黒字（31年連続）、実質単年度収支は９年連続黒字 
 ○ 地方債現在高は、平成18年の5,938億円をピークに平成24年度まで減少したが、 
   平成25年度は第三セクター等改革推進債の発行等により増加（5,597億円、＋260.8億円） 
 ○ 積立金現在高は、平成21年度以降、各種基金の増加により、増加傾向（1,778億円） 
 ○ 財政指標等は、 
  ・ 実質収支比率   県内平均値  3.6％（市平均   3.4％、町平均  5.6％）【全国  4.7％】 
  ・ 経常収支比率   県内平均値86.8％（市平均86.9％、町平均85.1％） 【全国 90.2％】 
  ・ 財政力指数     県内平均値 0.734 （市平均 0.741、町平均 0.644）【全国   0.49】 
 
（健全化判断比率等） 
 

 ○ 実質赤字比率 県内市町で該当なし（7年連続） 
 ○ 連結実質赤字比率 県内市町で該当なし（7年連続） 
 ○ 実質公債費比率 県内市町平均値9.5％ （市平均   9.5％、町平均  9.2％） 【全国8.6％】 
               18%以上の団体は１団体（栗東市18.0％） 
 ○ 将来負担比率 平均値23.2％ （市平均23.6％、町平均17.3％） 【全国51.0％】 
 ○ 資金不足比率 県内事業会計（75会計）で資金不足発生なし（3年連続） 
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新聞報道等 

（平成26年9月25日、京都新聞） （平成26年9月25日、中日新聞） 
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今後の滋賀県内市町における財政運営の課題 

 
 ○ 人口減少への対応 
 
 ○ 合併特例終了後の財政運営 
 
 ○ 公共施設等の老朽化対策 
 
 ○ 国体施設整備への対応（平成36年度開催）                         等 
 

 例えば、現在、実質公債費比率を低く抑えている団体は、将来負担も小さい団体なのか？ 
 

→ 検証１ 指標の組合せ（実質公債費比率×将来負担比率）による総合的な分析を実施 

 

 これらの後年度顕在化する課題に対して、 
 
 既存の決算統計や健全化法の指標それぞれだけ見ると、十分に実情を反映していない可能性 
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（検証１） 実質公債費比率×将来負担比率 

【H25年度】 
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 → 県内においては、概ね、実質公債費比率が低い団体は、将来負担比率も低い。 
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□ ：合併団体 
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【H25年度】 

 
 → 県外においては、実質公債費比率が低くとも、将来負担比率が高い団体も存在。 

全
国
平
均
8.6 

全国平均51.0 

・①滋賀県内団体 及び 
  ②実質公債費比率10%以下 
 且つ 将来負担比率110%超 
 の団体から抽出した団体を 
 プロット（Ａ～Ｈ） 
 

・□ ：合併団体 

（検証１-２） 実質公債費比率×将来負担比率 
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今後の滋賀県内市町における財政運営の課題 

 ○ 人口減少への対応 
 ○ 合併特例終了後の財政運営 
 ○ 公共施設等の老朽化対策 
 ○ 国体施設整備への対応（平成36年度開催）                         等 

 

例えば、現時点で各指標は良くとも、突然の社会情勢への変化に対応する体力はあるのか？ 
 

→ 検証２ 前回今井委員提案の【基金額比率（資金確保比率）】を用いて、 
         指標の組合せ（資金確保比率×経常収支比率）による総合的な分析を実施。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
実質収支額＋財政調整基金等 

 
標準財政規模 

 資金確保比率＝ 

 

 これらの後年度顕在化する課題に対して、 
 
 既存の決算統計や健全化法の指標それぞれだけ見ると、十分に実情を反映していない可能性 
 

8 



【H24年度】 

 
 → 特に合併団体では、合併算定替終了後の財政運営を見据えて基金積立てを行っているため、 
  資金確保比率が著しく低い団体は県内には見られない。 
 
  ※ 資金確保比率の基準値がどの程度であるべきかは、ここでは判断しない。 

（検証２） 資金確保比率×経常収支比率 

県内平均86.8 

※ 資金確保比率＝ 
実質収支額＋財政調整基金等 

標準財政規模 

愛荘町 
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例えば、将来負担比率が小さい団体における事業の見直し等の状況はどうか？ 
 

→ 検証３ 

 財政の持続可能性を把握する指標である「実質公債費比率」はフローの観点、「将来負担比率」 
はストックの観点からの指標だが、フローとストックを組み合わせた【債務償還可能年数】による 
分析を実施。 
 
 
 
 
 
 

※以下の点には、留意 
 ・ 臨時財政対策債など、その元利償還金に対して地方交付税措置が講じられている地方債の取扱い 

今後の滋賀県内市町における財政運営の課題 
 ○ 人口減少への対応 
 ○ 合併特例終了後の財政運営 
 ○ 公共施設等の老朽化対策 
 ○ 国体施設整備への対応（平成36年度開催）                         等 

 
実質債務（地方債残高等－充当可能基金等） 

 
償還財源額（資金収支計算書における業務活動収支の黒字分（臨時収支分を除く。）） 

 

  債務償還可能年数＝ 

 

 これらの後年度顕在化する課題に対して、 
 既存の決算統計や健全化法の指標それぞれだけ見ると、十分に実情を反映していない可能性 
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 → 将来負担比率「０」の団体においても、債務償還可能年数に差（3.5（米原市）～6.8（草津市））が生じた。 
 
   ※ 債務償還可能年数の基準値がどの程度であるべきかは、ここでは判断しない。   

（検証３） 債務償還可能年数×将来負担比率 
【H24年度】 

  ：基準モデル 
  ：総務省方式改訂モデル 
□ ：合併団体 
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 例えば、既存の決算統計や健全化法指標では把握することができなかった 
 「資産の老朽化度合い」はどうか？ 
  → 検証４ 公会計により把握される 【資産老朽化比率】 を用いて、 
          指標の組合せ（将来負担比率×資産老朽化比率）による総合的な分析を実施。 

 
 
 
 

 
※以下の点には、留意 
 ・ 法定耐用年数が実際の使用可能年数と乖離している可能性があること 
 ・ 改修を実施した場合でも既存部分の減価償却累計額がリセットされないこと 

 
減価償却累計額 

 
償却資産の取得価額等 

 

今後の滋賀県内市町における財政運営の課題 

 ○ 人口減少への対応 
 ○ 合併特例終了後の財政運営 
 ○ 公共施設等の老朽化対策 
 ○ 国体施設整備への対応（平成36年度開催）                         等 

資産老朽化比率＝ 

 

 これらの後年度顕在化する課題に対して、 
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資産老朽化比率(％) 
  ：基準モデル 
  ：総務省方式改訂モデル 
□ ：合併団体 

 

 → 将来負担比率が「０」の団体においても、資産老朽化比率は41.6（豊郷町）～53.0（近江八幡市）と開きが出ている。 
 → なお、合併市では、概ね、経常収支比率が高い団体が資産老朽化比率も高い傾向。 
  
 ※ 資産老朽化比率の基準値がどの程度であるべきかは、ここでは判断しない。 
 

【H25年度】 
 ※甲賀市、甲良町については、平成23年度数値 

（検証４） 将来負担比率×資産老朽化比率 

※ 資産老朽化比率＝ 
減価償却累計額 

償却資産の取得価額等 
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資産老朽化比率(％) 

 

（参考） 将来負担比率×資産老朽化比率 の時系列推移 

 → 繰上償還など財政健全化に取り組んでいるものの、老朽化対策は進んでいない状況か。 
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考 察 

 
 ○ 人口減少社会を迎え、公共施設等の老朽化対策等が喫緊の課題となっている本県市町に 
  とって、資産老朽化比率を用いた健全化法との指標の組合せによる総合的な分析は、 

  既存の指標では分からない課題を浮き彫りにするとともに、他団体との比較を容易にする 

  ものと思われる。 
  
 ○ しかしながら、各団体の財政状況の良し悪しは、健全化法等の指標が一定基準に達する 
  か否かだけで判断するべきものではなく （レギュレーションのための指標とは別）、 
  様々な指標を組み合わせる等して、住民や議会等に見てもらえるよう、 
  各団体が分かりやすく説明していくべき。 
 
 ○ そのため、自らの財政運営上の指標が、社会情勢等を踏まえた的確な水準となっている 
  か、的確な分析が出来ているかは、常に見直していくべきであり、 
  財政分析を、各団体の行財政にどうリンクさせるか、住民のニーズ・満足度とどうバランス 
  を取るか、各団体がマネジメントしていくことが問われることを、常に意識していきたい。 
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